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投資専門子会社「株式会社しまぎん地域事業投資」の設立について 

～円滑な事業の引継ぎにエクイティ投資でコミット～ 

 

当行（頭取:長岡 一彦）は、山陰地域での高い後継者不在率を踏まえ、雇用維持の観点から

も、事業承継や事業再構築等は、地域の最重要課題の一つと認識しております。 

この度、こうした課題を抱える地元企業に対して、より踏み込んだ支援を行うため、投資専門子会社

「株式会社しまぎん地域事業投資」を来春設立することと致しましたので、お知らせします。 

 
◆投資専門子会社の概要 

商号 株式会社しまぎん地域事業投資 

所在地 島根県松江市朝日町 484 番地 19（当行本店内） 

代表者 代表取締役 原田 和幸（当行企業支援室長兼任） 

事業内容 株式、社債等への投資業務 

投資対象会社等に対するコンサルティング業務 

投資対象会社等に対するビジネスマッチング業務 

その他上記に付帯する業務 

資本金 100 百万円 

設立年月日 2025 年度春頃（予定） 

株主及び持分比率 当行 100％ 

今後の予定 関係当局への届出等の手続き及び準備を進めてまいります。 

 

これにより、従来のデットファイナンスを活用したソリューション（自社あるいは持株会社での株式買取な

ど）だけでなく、当行グループでのエクイティ投資（株式の買取・引受など）により、更に踏み込んだ事業

承継支援や伴走支援が可能となります。様々なソリューションを持つ SBI グループとも連携し、当行グル

ープが一丸となってコンサルティングやソリューション提供などを行うことで、地元企業と二人三脚で企業価

値を向上させ、当該企業の発展に繋げられるものと考えております。 
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事業の引継ぎが難しい背景は様々で、後継者不足の問題だけでなく、以下のように、「後継予定者は

いるものの、少数株主が多数存在し、当事者間で話がまとまらないケース」や「後継者育成や社内体制

の整備に課題があるケース」も多く、こうしたケースにも積極的に対応してまいります。 
 

 

 

今後においても、顧客中心主義の下で、SBI グループなどのアライアンス先との連携を更に一層強化

し、地域の様々な課題解決に取り組んでまいります。 

 

以 上 

 

 本件に関するお問い合わせ先 

島根銀行 企業支援室 

担当：大瀧 英之 ℡(0852) 24－1278 
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2024年 11月 12日 

各 位                           

 会 社 名  株 式 会 社  島 根 銀 行 

代表 者 名  取 締 役頭 取  長 岡  一彦 

（コード番号 7150 東証スタンダード市場） 

問合せ先  執行役員人事財務グループ部長  豊島  泉 

（℡ 0852‐24‐1238） 

 

投資専門子会社「株式会社しまぎん地域事業投資」の設立に関するお知らせ 

 

当行は、本日開催の取締役会において、当行が 100％出資する投資専門子会社「株式会社

しまぎん地域事業投資」の設立を決議しましたので、下記のとおりお知らせ致します。 

 

記 

 

1.設立の目的 

 当行は、2022年 4月からスタートした中期経営計画「夢への懸け橋！～オープンイノベ

ーションバンクしまぎん～」において、「単なる御用聞きではなくお客さまの『良き理解

者・パートナーとなる』」を掲げ、顧客中心主義の徹底に取り組んでおります。 

 当行の主要な営業エリアである山陰地域は、後継者不在率が高く、地域企業の抱える事業

承継・事業再構築等の課題への対応は、喫緊の課題であると認識しております。 

この様な認識の下、当行は地域企業の抱える事業承継・事業再構築等の課題に、より専門

性を高め、機能強化を図り、更に付加価値の高いサービスを提供するため、投資専門子会社

を設立することと致しました。 

 

2.設立する子会社の概要 

商号 株式会社しまぎん地域事業投資 

所在地 島根県松江市朝日町 484番地 19（当行本店内） 

代表者 代表取締役 原田 和幸（当行企業支援室長兼任） 

事業内容 株式、社債等への投資業務 

投資対象会社等に対するコンサルティング業務 

投資対象会社等に対するビジネスマッチング業務 

その他上記に付帯する業務 

資本金 100百万円 

設立年月日 2025年度春頃（予定） 

株主及び持分比率 当行 100％ 

 

3.今後の予定 

 2025年度春頃の設立に向け、関係当局への届出等の手続き及び準備を進めてまいりま

す。 

 

4.業績に与える影響 

 本件が当行単体及び連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

以 上 
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